
（単位：円）

金　　　額 金　　　額

[ 40,474,585       ] [ 554,802,496      ]

現 金 及 び 預 金 26,979,654        買 掛 金 14,325,597        

立 替 金 4,325,183          短 期 借 入 金 350,000,000       

前 払 費 用 7,739,748          未 払 金 14,455,640        

仮 払 金 1,430,000          未 払 費 用 5,421,344          

前 受 金 64,134,537        

未 払 法 人 税 等 71,658,378        

未 払 消 費 税 等 34,807,000        

固　定　資　産 [ 3,777,613,547   ]

( 3,718,335,689    )

建 物 1,691,057,457      

構 築 物 100,674,630      　 　

機 械 装 置 1,457,441          固　定　負　債 [ 478,967,084      ]

車 輌 運 搬 具 3                     長 期 預 り 敷 金 478,967,084       

工 具 器 具 備 品 15,373,935        

土 地 1,909,772,223    1,033,769,580   

( 38,846,477        ) [ 2,784,318,552   ]

電 話 加 入 権 291,200            ( 50,000,000        )

借 地 権 38,555,277        ( 2,734,318,552    )

　 利 益 準 備 金 < 12,500,000        >

( 20,431,381        ) 繰 越 利 益 剰 余 金 < 2,721,818,552    >

保 証 金 1,506,108          

長 期 前 払 費 用 8,709,440          

敷 金 60,500              

繰 延 税 金 資 産 10,155,333        2,784,318,552   

3,818,088,132   3,818,088,132   資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

有 形 固 定 資 産

純　資　産　の　部

株 主 資 本

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

負 債 の 部 合 計

流　動　資　産

貸　借　対　照　表
（２０２６年３月３１日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 科　　　目

流　動　負　債

（　１　）



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当ございません。

② 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　但し、固定資産に係る控除対象外消費税等は、当該事業年度の期間費用として処理しております。

④収益及び費用の計上基準

　　　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計

　　　　　基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年3月26日）を適用しており、約束した財又は

　　　　　サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額

　　　　　で収益を認識しております。

　　　　　当社における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の通りです。なお、契約の

　　　　　対価は、顧客との契約に基づき、履行義務を充足してから１年内に回収しております。

（１）不動産賃貸

２．株主資本等変動計算書に関する注記

①当事業年度末における発行済株式の数　　　　　　　　　普通株式　　１，０００株
　

②配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

(2) 基準日が当期に属する配当で効力の発生日が翌期になるもの

　該当事項はありません。

以上

（ ２０２５年 ４ 月 1 日 ～ ２０２６ 年３月３１日 ）

　　　　不動産賃貸は、施設内の土地・建物等を、顧客との賃貸借契約等に基づき、顧客へ賃貸する義務を

　　　　負っております。当該履行義務は、その他の源泉から生じる収益として、リース取引に関する会計基準

　　　　に従って、収益を認識しております。

個 別 注 記 表

（4）


